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究誌上に発表された 5 編の論文（「刑法 36 条における侵害の始期と時間的切迫性について」法学政
治学論究 103 号〔2014 年〕199-232 頁、「正当防衛の時間的制約とドイツにおける歴史的沿革」法学政治
学論究 107 号〔2015 年〕137-167 頁、「ドイツにおける正当防衛の開始時期をめぐる議論について」法学
政治学論究 109 号〔2016 年〕267-298 頁、「刑法 36 条における不正の侵害に関する一試論」法学政治学
論究 112 号〔2017年〕135-167 頁、「ドイツ及びオーストリアにおける正当防衛の防衛対象となる権利の





 １ はじめに――問題意識の提示―― 
  （１）正当防衛（刑法 36 条）における緊急状況の２つの側面 
  （２）盗犯等防止法の特則における緊急状況 
 ２ 本論文の構造 
  （１）分析の視角  （２）検討の順序 
 
第１部 正当防衛における緊急状況その１――侵害の急迫性―― 
 第１章 わが国の判例・学説 
  第１節 序 
  第２節 急迫性が否定された判例の類型 
    １ 他の手段の可能性にふれたもの 
     （１）その場での他の手段の可能性に関して指摘する事例 
     （２）公的機関による救済の可能性を挙げる事例 
    ２ 攻撃の意思がない、または消失したと判断するもの 
    ３ 反撃者と攻撃者の体格差・年齢差や、攻撃能力・防御能力を考慮するもの 
     （１）体格差・年齢差・能力差から急迫の侵害が否定された事例 
     （２）攻撃者が完全に制圧された事例・無抵抗になった事例 
    ４ 侵害行為に移る前に〈中間項〉が存在していたことを挙げるもの 
    ５ 侵害行為・攻撃的態勢がなかったことに言及するもの 
    ６ その他 
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  第３節 「急迫の侵害」が肯定された判例 
    １ 侵害の始期 
     （１）攻撃行為が行われる前の段階において、急迫の侵害を肯定したもの 
     （２）攻撃意思がない場合に急迫の侵害を肯定したもの 
    ２ 侵害の継続性 
     （１）最判平成 9 年 6 月 16 日 
     （２）攻撃・危険の継続性が認められた事例 
     （３）攻撃に使用された武器を失った・取り上げられた事例  
     （４）攻撃者が完全に制圧されていない場合 
  第４節 誤想（過剰）防衛での行為者の主観面における「急迫の侵害」に関する判例                                 
    １ 「急迫の侵害」の誤想を認めたもの 
     （１）既に存在する具体的事実に関する誤信 
     （２）相手方の行動について誤った予測をした事例 
    ２ 「急迫の侵害」の誤想を認めなかったもの（かつ客観的に「急迫の侵害」が 
      存在しなかったと判断されたもの） 
  第５節 判例の傾向のまとめ 
    １ ２つの判断パターン 
     （１）パターンＡ  （２）パターンＢ 
    ２ 攻撃意思と時間的切迫性 
  第６節 事例㊲最判平成 9 年以前の学説 
    １ 事例①最判昭和 24 年以前 
    ２ 事例①最判昭和 24 年以後 
  第７節 事例㊲最判平成 9 年以後の学説 
    １ 公的保護不可能性 
     （１）公的保護と急迫性  （２）旧刑法下の説明 
     （３）現行刑法制定後の議論 
    ２ 時間的切迫性の基礎づけ 
     （１）正当防衛濫用の危険  （２）平穏・安全 
    ３ 侵害の始期と継続性における差異 
     （１）侵害の継続性も新たな侵害の切迫性の問題と理解する見解 
     （２）侵害の継続性を、時間的広がりを持った概念として理解するもの 
  第８節 これまでの議論の問題点 
    １ 公的保護不可能性 
    ２ 時間的切迫性 
     （１）濫用の危険  （２）平穏・安全 
    ３ 攻撃の可能性・蓋然性 
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 第２章 正当防衛の時間的範囲に関する歴史的沿革 
  第１節 ローマ法の継受と攻撃と反撃の同時性 
    １ 前史 
     （１）ローマ法  （２）古代ゲルマン法  （３）中世ゲルマン法 
    ２ ローマ法の継受――カロリーナ刑事法典―― 
    ３ 普通法時代の学説――同時性概念の確立―― 
  第２節 各領邦における立法――同時性から先行性へ―― 
    １ ヴュルテンベルク 
    ２ バーデン 
    ３ ヘッセン 
    ４ ザクセン 
    ５ バイエルン 
    ６ プロイセン 
  第３節 本章のまとめ 
    １ 正当防衛の時間的範囲 
    ２ 官憲の救助と正当防衛状況・行為 
 第３章 正当防衛の開始時期に関するドイツ・オーストリアの議論 
  第１節 ドイツにおける正当防衛の開始時期に関する判例と学説 
    １ 総説 
    ２ 戦前の判例・学説 
     （１）判例  （２）学説 
    ３ 戦後の判例・学説の動向 
     （１）判例  （２）学説 
    ４ 小括 
     （１）攻撃の現在性の判断要素 
     （２）正当防衛の開始時期に関する学説のまとめ 
  第２節 オーストリアにおける議論 
    １ 総説 
    ２ 現行オーストリア刑法典以前の議論 
     （１）判例  （２）学説 
    ３ 現行刑法典下における議論 
     （１）現行刑法典立案時の理解 
     （２）侵害の始期――「対抗が実質的に許容されること」の下位基準―― 
     （３）オーストリアの議論のまとめ 
  第３節 比較法的検討のまとめ 
 第４章 私見の展開 
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  第１節 事前的防衛制度としての正当防衛における急迫性 
    １ 攻撃の発生可能性＞攻撃の不発生可能性 
    ２ 攻撃意思の連続 
  第２節 各判断事情の検討 
    １ 攻撃意思 
    ２ 攻撃の可能性 
    ３ 他の手段の可能性 
     （１）退避可能性  （２）公的保護不可能性 
    ４ 攻撃発生までの障害・中間項 
    ５ 防衛効果の減退 
    ６ 侵害行為・攻撃的態勢 
    ７ 時間的切迫性について 
  第３節 侵害の始期と継続性 
    １ 急迫の侵害のイメージ 
    ２ パターンＢにおける侵害の急迫性の判断 
    ３ 具体的帰結 
  第４節 第１部のまとめ 
 
第２部 正当防衛における緊急状況その２――権利と侵害―― 
 第１章 生命・身体以外への攻撃に関するわが国の議論 
  第１節 序 
  第２節 現行刑法制定までの議論 
    １ 旧刑法 315 条をめぐる議論 
     （１）315 条制定時の議論  （２）旧刑法制定後の議論 
    ２ 現行刑法起草時の議論 
  第３節 現行刑法制定後の判例 
    １ 公共的法益 
    ２ 個人的法益 
     （１）自由  （２）名誉  （３）財産 
     （４）不法侵入、不退去による攻撃  （５）その他 
  第４節 現行刑法典制定後の学説 
    １ 公共的法益 
     （１）戦前の学説  （２）戦後の学説 
    ２ 個人的法益 
     （１）個別の法益ごとの説明  （２）総論的な説明 
  第５節 問題点の整理 
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 第２章 比較法的検討 
  第１節 ライヒ刑法典制定前の 19 世紀ドイツの議論 
    １ 暴力的な攻撃 
     （１）プロイセン王国刑法典  （２）その他の各領邦における立法 
    ２ 補償不可能な利益 
     （１）抽象的な補償不可能性  （２）具体的な補償不可能性 
     （３）過剰防衛における補償不可能性 
    ３ ヘーゲル主義者たちによる説明 
     （１）1850 年代までの議論  （２）1850 年代以降の議論 
    ４ 小括 
  第２節 ライヒ刑法典制定後のドイツにおける議論 
    １ 公共的法益 
     （１）国家的法益  （２）社会的法益 
    ２ 個人的法益 
     （１）生命・身体  （２）自由  （３）名誉  （４）財産 
     （５）その他 
    ３ 攻撃の終了時期に関して 
     （１）攻撃の終期一般について  （２）意思決定の自由について 
  第３節 19 世紀オーストリアの議論 
    １ 1803 年オーストリア刑法典 
    ２ 1852 年以降の議論 
    ３ 小括 
  第４節 20 世紀以降のオーストリアにおける議論 
    １ 1974 年オーストリア刑法典 
    ２ 公共的法益 
    ３ 個人的法益 
     （１）条文に列挙された法益  （２）事実的状態の変更  （３）小括 
  第５節 比較法的検討のまとめ 
 第３章 私見の展開 
  第１節 実害性 
    １ 問題構造 
     （１）本章での検討の大枠 
     （２）生命・身体以外への攻撃の中でどのような場合に正当防衛が可能であ 
        るのか 
     （３）正当防衛の例外性と権利性・実力行使の弊害 
    ２ 判断基準について 
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     （１）それぞれのデメリットの具体的内容  （２）判断基準としての実害性 
  第２節 実害性の判断要素 
    １ 個人的利益への害の存在 
     （１）個人的利益の存在  （２）個人的利益への害の抽象性と公共的法益 
    ２ 実害性をめぐる３つの判断要素と「侵害」の範囲 
     （１）権利の人格発展における重要性  （２）害の拡大可能性 
     （３）攻撃客体・被侵害者への作用の強さ・直接性 
    ３ 複数の要素が同時に問題となる場合 
    ４ 具体例の検討 
     （１）公共的法益  （２）個人的法益 
  第３節 条文上の処理・他の緊急行為の成否 
    １ 条文上の処理 
    ２ 他の緊急行為の成立可能性 
  第４節 第２部のまとめ 
 
第３部 盗犯等防止法１条における緊急状況について 
 第１章 序 
 第２章 立法時の議論 
  第１節 「盗犯等防止及處分に關する法律説明」 
    １ 現在の危険 
    ２ １ないし３号所定の状況 
  第２節 衆議院委員会・貴族院特別委員会における泉二新熊の説明 
    １ 現在の危険 
    ２ １ないし３号所定の状況 
  第３節 刑法改正起草委員会における条文の起草作業 
    １ 泉二委員の私案に関する議論 
    ２ 司法省案に関する議論 
  第４節 制定時の考え方 
 第３章 制定後の議論 
  第１節 制定後の学説 
    １ 現在の危険 
    ２ １ないし３号所定の状況 
     （１）１号  （２）２号  （３）３号 
  第２節 判例 
    １ 現在の危険 
     （１）危険の有無（攻撃の始期）  （２）危険の消滅（攻撃の終期） 
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    ２ １ないし３号所定の状況 
     （１）１号に関するもの  （２）２号及び３号に関するもの 
  第３節 小括 
    １ 現在の危険について 
    ２ １ないし３号所定の状況について 
 第４章 検討 
  第１節 生命、身体又ハ貞操ニ対スル現在ノ危険 
  第２節 １ないし３号所定の状況 
    １ １号 
    ２ ２・３号 









































































































 ４ 「第３部 盗犯等防止法１条における緊急状況について」では、盗犯等防止法１条１
項における「現在の危険」の要件、および、各号所定の前提状況の要件について、検討が
加えられる。 
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